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 ２ 社会制度と制度的社会関係 
 
 本稿での考察に先立って、議論の前提とすべき若干の点を確認しておこう。第 1 に「社会」
というものを基本的にどう把握して臨むか、という点である。というのは、私たちが日常的に
何とはなしに口にする「社会」を明快に把握しようとなると決して容易いことではないとはい

























































































 ３ 雇用社会と＜労働力をもって生きる人々＞ 
 
 さて、近代化の進展につれて、＜労働力をもって生きる人々＞6が働く人々の多数派になる雇













































































                                                                                                                                                       
いがゆえに、自治体による緊急雇用「対策」への応募者も予想を下回る結果となったことも報道されてい
る。 






































                                                          
13 「自己雇用（self-employment）」という発想の素材を提供してくれる研究として、Robertson. J［1985］が
示唆的である。 
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うか。 
 





































 以上は、21 世紀の到来を展望して 30 年近くも前に提出されていたワーカーズコープをめぐ
る基本論点である。この基本論点を、市場主義グローバリゼーションの野放図な展開の帰結と























                                                          
17 以上は、日本協同組合学会訳編［1989］158－162 頁をもとにした内容要約である。ただし、該当箇所の
論点の整序、訳文等々について本稿での問題関心から組み替えてある。 































                                                          
18 内山［1990］［1991］を参照。 































































第 87 回総会）をあげることができる。周知のとおり、ILO では、労働の保全をめざす国際組
織としての究極的な価値理念として「労働は商品ではない」（1944 年 ILO 第 26 回総会でのフィ
ラデルフィア宣言）を掲げ、労働を物財商品と同じようには決して扱わないという労働をめぐ
るヒューマンルールを宣言していた。＜誇りある労働＞は、グローバリゼーションの影響下で








                                                          
22 「ディーセントワーク（decent work）」の decent には、①人並みの、世間並みの、②道徳にかなった、慎
み深い、③立派な、見苦しくない、等々多様な意味がある。本稿ではこれらの意味を「誇り」に集約し、「デ
ィーセントワーク」に＜誇りある労働＞という訳語をあてている。 

















 さて、＜誇りある労働＞への以上の 3 条件が＜労働力をもって雇用社会に生きる人々＞が労
働機会を得るための前提だとしても、労働機会さえあたえられればどんな仕事・労働でも構わ






















－ 16 － 
ないというものでは決してない26。働く者なら誰でも、労働機会を得るという前提条件のうえ
で、同時に「仕事の意義」が確証可能であるような労働の中身を求めるものである。当然のよ































27 ILO 第 89 回総会事務局長報告［2001］5 頁（訳文一部変更）。 






















































































































































                                                          
31 社会的企業について、さしあたり、Borzaga and Defourny (eds.)［2001］、Evers and Laville (eds.)［2004］、
谷本編［2006］、塚本・山岸編［2008］を参照。 
32 社会的経済の担い手としての協同組合にとって、ICA と ILO とがディーセントワーク（＜誇りある労働＞）
の実現に向けた協力関係を宣言している（日本協同組合学会編訳［2003］）点は十分に留意する必要がある。
上述したように、社会的経済・社会的企業の幅がしだいに広がりをみせている点を考慮すれば、協同組合
の形態をとってはいない社会的企業においても、＜誇りある労働＞をめぐる ICA と ILO との協力という動
向に無関心ではいられないであろう。 














































［付記］本稿は、専修大学研究助成（平成 17 年度「社会的共通益とサードセクター経済」および 
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